
                                      

 

 

令和○○年○○月○○日 

 

  ○○○○ 株式会社  

      事 業 主 様 

 

 

日本年金機構  

〇〇年金事務所長（押印省略） 

 

 

健康保険・厚生年金保険の適用に関する調査について 

 

 

 謹啓 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

日頃より社会保険事業の運営につきまして、各段のご協力を賜り厚く御礼申し

上げます。 

この度、健康保険法・厚生年金保険法に基づき、貴事業所の従業員に係る健康

保険・厚生年金保険の適用に関する調査を実施させていただくこととしました。 

つきましては、業務ご多忙のところ誠にお手数と存じますが、下記２について、

同封の返信用封筒にてご郵送（※）いただきますようお願い申し上げます。調査

の結果、確認が必要と判断した場合のみご連絡させていただきます。また、必要

に応じ追加調査を実施させていただく場合がありますので、あらかじめご了承く

ださい。 

（※）郵送に代えて、電子申請(e-Gov)での提出が可能となります。詳細は別添の

チラシをご確認ください。 

 

記 

 

 

１ 提出期限      令和〇年〇月〇〇日まで 

 

２ 送付いただくもの 

（１）適用に関する調査票（同封の用紙にご記入ください。） 

（２）源泉所得税領収証書の写し（直近）もしくは所得税徴収高計算書データの  

送信結果確認表の写し（直近） 

   ※今回の調査では給与明細等は不要です。 

   
 

【お問い合わせ先】 

ねんきん加入者ダイヤル    

電話 ０５７０-００７-１２３ 

０５０で始まる電話でおかけになる場合 

０３-６８３７-２９１３ 

受付時間：月～金（午前8時半～午後7時） 

××××××× 

□□-□□□□ 

（０１００００♯） 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

事業主様   



記入日 令和 年 月 日

-

　具体的な理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

70歳以上

59歳以下

59歳以下 人

人

60～69歳 人

　派遣業者から派遣されている労働者がいる。

　社会保障協定により加入の免除が認められている人がいる。

0.　いない　　1.　いる　（　      　　　人）

0.　いない　　1.　いる　（　      　　　人）

※　この調査票に記入いただき、源泉所得税領収証書の写しとあわせて、提出期限までに郵送又は電子申請により提出してください。

　加入免除者

　請負契約

　派遣労働者

　請負契約をしていて、自社の施設等を利用し業務を行わせている人がいる。 0.　いない　　1.　いる　（　      　　　人）

60～69歳

人

人

人

人人

70歳以上

70歳以上

人 60～69歳

　　外国人労働者
週30時間未満勤務

　その他

人

人

59歳以下

 　次の（１）～（3）についてご記入ください。

　 なお、上記が、「①＝②＋③」となっている場合は、(１)、(２)の記入は不要ですので、以下（３）のみご記入ください。

59歳以下

週30時間以上勤務 人

人

人 70歳以上
その他

（役員・嘱託等）

事 業 所
番　号

〒 -

60～69歳

60～69歳

＋

　（２）①「源泉所得税領収証書の人員記入欄」の人数が、②+③より少ない場合、該当する理由に○をしてください。（　①＜②+③　）

内
訳

　（３）いずれの組み合わせでも、③に1人以上の人数の記載がある場合は、以下に内訳を必ずご記入ください。

役員 59歳以下

※「事業所整理記号」と「事業所番号」は、毎月20日頃に送付される保険料額のお知らせによりご確認ください。

70歳以上

70歳以上

上記以外

専従者【個人事業所】 人

人

人　　パート、アルバイト等（週30時間未満勤務）

59歳以下 60～69歳 70歳以上

59歳以下

人

60～69歳

＞
=
＜

　厚生年金保険等の資格喪失届の手続き中である。（　　　　　人）

　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）（　　　　　　人）

　（１）①「源泉所得税領収証書の人員記入欄」の人数が、②+③より多い場合、該当する理由に○をしてください。（　①＞②+③　）

　源泉所得税支払人員には、含まれていたが、記入日現在は退職している。（　　　　　人）

　育児休業等により、被保険者であるが、源泉所得税支払人員となっていない。（　　　　　　人）

人

　厚生年金保険等の資格取得届の手続き中である。（　　　　　人）

　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）（　　　　　　人）

　源泉所得税支払人員には、含まれていなかったが、記入日現在、新たに採用した。（　　　　　人）

人人

　　パート、アルバイト等（週30時間以上勤務） 人

適用に関する調査票

人 人

電話番号 )(

事業所
所在地

事業主
氏　名

事業所
名　称

事 業 所
整理記号

-

提

出

者

記

入

欄

源泉所得

税領収証

書の人員

記入欄

記入日現

在の被保

険者総数

記入日現在、

賃金・報酬を支

払っている人の

うち、被保険者

となっていない

人数

① ② ③

③
の
人
数
が
1
人
以
上
の
場
合
、

必
ず
内
訳
を
以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

こちらも記入してください

こちらも記入してください

000000000



記入日 令和 年 月 日

　　パート、アルバイト等（週30時間未満勤務） 59歳以下 人

週30時間未満勤務 59歳以下 人
　　外国人労働者

週30時間以上勤務 59歳以下 人

適用に関する調査票

事 業 所
整理記号

0 0 - ｹ ｲ 0ﾄ
事 業 所
番　号

0 0 0 0

事業所
名　称 　　　　株式会社　健保産業

事業主
氏　名 　　　　健保　一郎

事業所
所在地

〒 168 - 8500

　　　　東京都杉並区高井戸3-2-1

人10

 　次の（１）～（3）についてご記入ください。

　 なお、上記が、「　①＝②＋③　」となっている場合は、(１)、(２)の記入は不要です。以下（３）のみご記入ください。

　（２）①「源泉所得税領収証書の人員記入欄」の人数が②+③より少ない場合、該当する理由に○をしてください。（　①＜②+③　）

〇 　源泉所得税支払人員には、含まれていなかったが、記入日現在、新たに採用した。（　　　1　人）

電話番号 03 ( 2345 ) 6789

>
=
<

8 人 ＋ 3 人

　育児休業等により、被保険者であるが、源泉所得税支払人員となっていない。（　　　　　　人）

　（１）①「源泉所得税領収証書の人員記入欄」の人数が②+③より多い場合、該当する理由に○をしてください。（　①＞②+③　）

　源泉所得税支払人員には、含まれていたが、記入日現在は退職している。（　　　　　人）

　厚生年金保険等の資格取得届の手続き中である。（　　　　　人）

　厚生年金保険等の資格喪失届の手続き中である。（　　　　　人）

70歳以上 人

　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）（　　　　　　人）

　（３）いずれの組み合わせでも、③に1人以上の人数の記載がある場合は、以下に内訳を必ずご記入ください。

　　パート、アルバイト等（週30時間以上勤務） 59歳以下 1 人 60～69歳 人

内
訳

役員 59歳以下 1 人

専従者【個人事業所】 59歳以下 人

人

60～69歳

人

人

人

60～69歳 1 人

60～69歳 人 70歳以上

人 70歳以上

70歳以上

人 70歳以上

上記以外 59歳以下 人 60～69歳 人 70歳以上

※　この調査票に記入いただき、源泉所得税領収証書の写しとあわせて、提出期限までに送付先まで郵送してください。

　加入免除者 　社会保障協定により加入の免除が認められている人がいる。 0.　いない　　1.　いる　（　      　　　人）

　請負契約 　請負契約をしていて、自社の施設等を利用し業務を行わせている人がいる。 0.　いない　　1.　いる　（　      　　　人）

　派遣労働者 　派遣業者から派遣されている労働者がいる。 0.　いない　　1.　いる　（　      　　　人）

　その他 　具体的な理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他
（役員・嘱託等）

60～69歳

60～69歳 人 70歳以上 人

人

提

出

者

記

入

欄

源泉所得

税領収証

書の人員

記入欄

記入日現

在の被保

険者総数

記入日現在、

賃金・報酬を支

払っている人の

うち、被保険者

となっていない

人数

① ② ③

記入例
（①＜②＋③）の場合

③
の
人
数
が
1
人
以
上
の
場
合
、

必
ず
内
訳
を
以
下
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

源泉所得税領収証書の俸給・給与等欄の人員をご記入ください。
納期特例（※）を受けている場合は、１月の平均人員をご記入ください。
（※）承認を受け、半年単位で納付している事業所

回答にあたっては

裏面の「設問の回

答までの流れ」を

ご参照ください。



　　※ご協力いただきありがとうございました。

　このフローチャートにより、記入もれがないか、ご確認ください。

設問の回答までの流れ

人

>
=
<

人 ＋ 人

源泉所得

税領収証

書の人員

記入欄

記入日現

在の被保

険者総数

記入日現在、

賃金・報酬を支

払っている人の

うち、被保険者

となっていない

① ② ③

ご記入いただきました調査票は、

①＝②+③になっていますか。

③に1人以上の人数が

記載されていますか。

ご記入いただきました調査票は、

①＞②+③になっていますか。

設問（３）について

ご記載ください。
終了となります。

③に1人以上の人数が

記載されていますか。

③に1人以上の人数が

記載されていますか。

設問（１）と（３）

についてご記載ください。

設問（１）について

ご記載ください。

設問（２）と（３）に

ついてご記載ください。

設問（２）について

ご記載ください。

＝はい

＝いいえ



（裏面　テープ加工）
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料金受取人払郵便

杉並南局

承 認

１５２９
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具体的には

適 用 事 業 所加入要件を満たす方＝ 被保険者
法人の代表者

役員

外国人

試用期間中の人

パート

アルバイト

正社員

国籍、年齢、身分

などは問いません

労働･労務

報酬・賃金

厚生年金保険・健康保険は、会社（事業所）単位での適用事業所となり、その事業所に常用的に使
用される人は全て被保険者になります。

※ 厚生年金保険の被保険者は、原則 70 歳に達するまで加入し、70歳以降は「70歳以上被用者」として適用します。

正社員のほか、勤務日数や勤務時間の少ないパートタイマー・アルバイ
ト等でも、1週間の所定労働時間および1ヶ月の所定労働日数が、同じ
事業所で同様の業務に従事している正社員の４分の３以上である方は、
被保険者になります。
※一定規模以上の企業は、４分の３未満であっても短時間労働者とし

て適用されることがあります。

厚生年金保険・健康保険の加入要件

パートタイマー

（被保険者に

ならない）

パートタイマー

（被保険者）

所定労働時間

所定労働日数
正社員

（被保険者）

正社員の4
分の3以上

勤務してい

る方が被保

険者になる

※ 法人の役員とは・・・会社法等の規定により法人（商業）登記簿謄本の「役員に関する事項」に登記されている役員や組織
規程などに規定されている役員のことです。

法人の役員は、勤務日数や勤務時間によらず、業務の実態により適用の有無を判断します。

法人の役員の加入要件 ・・・ 以下の①及び②のいずれにも該当する場合は、厚生年金保険等の被保険者であ

ると判断します。

役員の業務が、経営参画を内容とする経常的
な労務の提供に該当する（経営にかかる決定
権や従業員への指揮命令権を有している）

①
役員の報酬が、業務の対価としての経常的
な支払に該当する（実費弁償的な支払では
ない）

②

※個別具体的な実態を確認して被保険者資格の有無を判断します。

従業員の適用の考え方

役員の適用の考え方

「適用に関する調査票」の記載にあたり、あらかじめご確認ください



ログインするアカウント 必要な証明書
e-Govアカウント

GビズIDアカウント
Microsoftアカウント

電子証明書
（不要）
電子証明書

e-Gov

利用システム

適用に関する調査票 および 源泉所得税領収証書の写し等（以下「調査資料」という。) は、オンラインで
の提出が可能です。オンラインでご提出いただく場合は、e-Gov※の電子申請をご利用ください。

※ e-Govとは、各府省に対するオンライン申請・届出等の手続の窓口サービス等の提供を行う行政の
ポータルサイトであり、常時（24時間/365日）利用可能です。

１ 利用条件
オンライン提出をご利用いただくには、e-Govへログインするアカウント、電子証明書、ブラウザの

設定、e-Gov電子申請アプリケーションのインストールが必要です。

e-Gov電子申請ページ（https://shinsei.e-gov.go.jp）の上部にある「利用準備」タブを選択していただ
くと詳細をご覧いただけます。

２ 作業手順

① e-Govへログイン ②「適用に関する調
査票」を選択

③申請者情報、
調査票の入力

④源泉所得税領収証書
等（PDF）の添付※

⑤電子証明書の添付
（GビズIDの場合は不要）

⑥提出（電子申請）

e-Gov電子申請ページから以下の手順（①～⑥）で操作を行ってください。
操作が不明な場合は、e-Gov電子申請ページの上部にある「ヘルプ」タブをご活用ください。

※ 源泉所得税領収証書等をスキャナでPDF化する場合は、以下の点にご留意ください。
○カラーモードは「白黒」
○解像度は「200dpi」（ご利用のスキャナの解像度に200dpiがないときは200dpi以上の近接値を設定）
○源泉所得税領収証書等の文字が薄い場合は、文字が判読できるように適宜設定を変更してください

提出にあたっては「オンラインによる提出」をご活用ください
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